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移動に関する支援の現状と課題について 

 

１．障害のある人を対象として市が実施する移動に関する主な事業 

（１）心身障害者自動車燃料費助成事業・心身障害者タクシー料金助成事業 

（２）ハンディキャブ運行事業 

 

２．各事業の現状と課題 

（１）心身障害者自動車燃料費助成事業・心身障害者タクシー料金助成事業 

① 制度概要 

 心身障害者自動車燃料費助成 心身障害者タクシー料金助成 

対象者 ａ 身体障害者手帳 1～4 級で、自ら自動

車もしくは二輪車を運転している方 

ｂ 身体障害者手帳 1～3 級 

ｃ 愛の手帳 1～3 度 

ｄ 脳性まひ者（児） 

ｅ 進行性筋萎縮症の方のために自動車

を運転する同居家族のいる方 

※施設入所者は対象外。所得制限あり。 

ａ 身体障害者手帳 1 級～3 級 

ｂ 愛の手帳 1 度～3 度 

※施設入所者は対象外。所得制限あり。 

実施方法 領収書に基づく実費助成 タクシー券 

支給額 自動車：3,000 円／月 

二輪車：1,500 円／月 

3,000 円／月 

その他 選択制（どちらか一方のみ利用可能） 

 

② 申請者（対象者）数の推移 ※令和６年度の数値は暫定です。          （単位：人） 

 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 

心身障害者自動

車燃料費助成 
1,185 1,174 1,154 1,156 1,143 

心身障害者タク

シー料金助成 
2,109 2,083 2,063 2,039 2,005 

   

③ 他自治体の実施状況 

    ・26 市中 20 市で同様の事業を実施している。 

   ・26 市中３市で手当として支給している。  

   ・23 市中心身障害者自動車燃料費助成は 13 市、心身障害者タクシー料金助成は 17 市で要件に障

害種別に応じた等級を規定している。 
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  ④ 課題 

・26 市中では給付水準が高く、また手帳所持者が増加傾向にあり、今後の事業費の増大が見込ま

れるなかで、継続的な事業の実施に取り組む必要がある。 

・電気自動車や精神障害者保健福祉手帳所持者への対応など、対象要件の拡充について検討する

必要がある。 

 

（２）ハンディキャブ運行事業（けやき号） 

① 制度概要 

  ア 対象者 

     市内に住所を有し、現に居住している者で、次の各号のいずれかに該当するもの 

(1) 身体等に障害があるため、車いす等を使用しなければ外出が困難な者 

(2) 重度の視覚障害者 

  イ 利用者負担 

     なし。※駐車場料金、有料道路料金は自己負担。 

  ウ 利用回数 

    月に５回まで。ただし利用日の３日前から前日までの予約で空きがあれば６回目以降も利用可

能。 

  エ 実施範囲 

       田無庁舎を中心として半径 30 キロメートルの範囲内。ただし、市長が特に必要と認めた場合

はこの限りではない。 

 

② 利用実人数及び延べ利用回数の推移 ※令和６年度の数値は暫定です。 

 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 

利用実人数 

（人） 

車椅子利用 176 181 154 132 122 

視覚障害 16 16 15 14 14 

延べ利用回数（回） 1,305 1,353 1,195 1,327 1,665 

  

  ③ 他自治体の実施状況 

   ・26 市中 13 市で同様の事業を実施している。 

   ・13 市中７市で利用者負担を導入している。 

   ・13 市中８市で利用者要件に手帳の所持又は障害種別及び等級について規定している。 

   ・13 市中３市で視覚障害者を対象としている。 

   

④ 課題 

   ・平日の稼働率が高く、予約が取りづらい状況が続いている。また、利用者数は減少しているのに

対して延べ利用回数は増加しており、利用者の固定化が進んでいると考えられる。 

  ・近年の燃料費や人件費の高騰により今後の事業費の増大が見込まれるなかで、継続的な実施の実
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施に取り組む必要がある。 

・本事業は、外出の困難な身体等に障害のある者等の日常生活の利便及び生活圏の拡大を図ること

を目的として実施した制度であるが、現在は福祉有償運送や民間の介護タクシーが充実しており、

比較的市場性の高い事業となっている。 

   ・ストレッチャー利用や知的障害等により、公共交通機関の利用が難しい方へのサービスの提供に

ついても検討する必要がある。 

   ・西東京市高齢者等外出支援サービス事業と対象者が一部重複している（市内に居住する要介護２

以上の認定を受けた高齢者で、心身の障害等により一般の交通機関の利用による外出が困難な者

が対象。上記に該当する方で、車椅子を利用している方はハンディキャブ運行事業も利用可能。

ただし、併用は不可。）。 


